
　　　　　　　　　主　　　　文

　　　　　原判決を破棄する。

　　　　　本件を東京高等裁判所に差し戻す。

　　　　　　　　　理　　　　由

　検察官の上告趣意は、判例違反をいう点を含め、実質は事実誤認の主張であって、

刑訴法四〇五条の上告理由に当たらない。

　しかしながら、所論にかんがみ職権によって調査すると、原判決は、重大な事実

誤認の疑いが顕著であって、刑訴法四一一条三号により破棄を免れない。その理由

は以下のとおりである。

　一　本件公訴事実の要旨は、被告人は、衆議院議員で同院商工委員会（以下「商

工委員会」という。）の委員であったものであるが、昭和五七年八月五日ころ（以

下、昭和五七年については、年の記載を省略する。）、東京都千代田区永田町所在

の衆議院第二議員会館ａ号室の被告人の議員事務室（以下「被告人事務室」という。）

及び同町所在のｂホテル（当時）一階の飲食店「ｃ」において、Ａ（以下「Ａ」、

という。）の理事長Ｂ（以下「Ｂ」という。）及び専務理事Ｃ（以下「Ｃ」という。）

から、八月六日に開かれる商工委員会において、被告人が一般質疑をするに当たり、

過剰仮より機共同廃棄事業（以下「本件共廃事業」という。）の実施計画の策定等

を所掌する通商産業大臣及び通商産業省（以下「通産省」という。）関係部局の幹

部に対し、Ａが望んでいる昭和五七年度の本件共廃事業を早期に実施するとともに、

仮より機の買上げ価格を高額に設定するなど、Ａのため有利な取り計らいを求める

質問をされたい旨の請託を受け、その報酬として供与されるものであることを知り

ながら、

　１　八月五日ころ、飲食店「ｃ」において、Ｂ及びＣの両名から、現金一〇〇万

円を、
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　２　八月一〇日ごろ、被告人事務室において、右両名から、現金一〇〇万円を、

それぞれ収受し、もって、自己の職務に関して収賄した、というものである。

　二１　第一審判決は、本件公訴事実にそうＣの証言、Ｂの検察官に対する供述調

書は、二回にわたる現金授受の部分も含め、全体として極めて詳細、具体的で、内

容も合理的で自然であり、他の関係証拠ともよく符合しているなど、その信用性は

高いとし、これに反する被告人の供述及び二回目の現金授受があったとされる八月

一〇日の行動に関する被告人の供述にそうＤ（以下「Ｄ」という。）、Ｅ（以下「

Ｅ」という。）、Ｆ（以下「Ｆ」という。）の各証言は、関係証拠等に照らし、信

用することはできないとして、公訴事実と同旨の事実を認定し、被告人を有罪とし

た。

　２　これに対して、被告人から控訴の申立てがあり、原判決は、第一審判決は事

実を誤認したものであるとしてこれを破棄し、被告人に対し無罪を言い渡した。

　その理由は、第一審判決が依拠するＣ証言及びＢ調書は、同人らが検察官に迎合

して供述した可能性を否定できないから、一般的に高度の信用性を認めることがで

きない上、八月五日の現金授受（以下「第一回目の現金授受」という。）の点に関

しては、「ｃ」が賄賂を供与するには適当な場所とは思われないなど種々の疑問が

あり、また、八月一〇日の現金授受（以下「第二回目の現金授受」という。）の点

に関しても、ゼンセン新聞昭和六一年五月八日付け号外、被告人の供述、Ｄ、Ｅ、

Ｆの各証言に照らし、いずれも信用できず、本件各現金授受の事実を認定すること

はできない、というのである。

　三　しかしながら、原判決の右各証拠に対する評価は、以下に述べるとおり、著

しく合理性を欠いており、是認することができない。

　１（一）Ｃ証言の内容は、次のとおりである。①　Ａは、Ｇ事業団から高度化資

金の貸付けを受けて、前回並みの買上げ価格による昭和五七年中の本件共廃事業の
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実施を希望していたところ、その実施の前提となる通産省関係部局の協議が難航し、

Ｃ、Ｂは、七月ころ、希望どおりに事業が実施できるか危ぐしていた。Ｃらは、以

前から、Ｈ衆議院議員（以下「Ｈ議員」という。）及びその秘書Ｉ（以下「Ｉ」と

いう。）に対し、本件共廃事業の実施について相談し、事態の打開を図るため通産

省関係部局に対する働き掛け等を依頼していたところ、Ｃは、八月初めころ、Ｉか

ら、八月六日の商工委員会で被告人が一般質疑を行うので本件共廃事業の実施につ

いても質問してもらったらどうかとの連絡を受け、Ｂと相談の上、被告人に質問を

依頼するとともに、事前に謝礼を渡すこととし、その金額はＩに相談して決めるこ

とにした。そこで、Ｃは、八月四日、Ｉに被告人を紹介してもらい、被告人から同

委員会での質問で本件共廃事業を取り上げてもよいとの承諾を得たので、Ｉに謝礼

額を相談したところ、一〇〇万円が適当であるとの示唆を受け、Ｂにその旨報告し、

両名の間で、被告人に事前に謝礼として同額の現金を渡すことを決めた。②　Ｃは、

八月五日、被告人事務室を訪ね、被告人に対し、本件共廃事業の買上げ価格は前回

並みとし、実施時期は昭和五七年中ということで、関係する県の九月補正予算に間

に合うように早く買上げ価格等を決めてほしいというのがＡの希望であり、通産省

生活産業局長Ｊ（以下「Ｊ局長」という。）からその方向で善処する旨の前向きの

答弁を引き出すように質問してほしいと依頼し、さらに、同日夜、ｂホテルの「ｃ」

で被告人と会食し、途中からＢも参加し、同人からも同様の依頼をした。③　食事

を終えた午後九時三〇分ころ、Ｃは、あらかじめ用意していた現金一〇〇万円の入

った封筒をＢに渡し、同人から、質問をすることの謝礼の趣旨で被告人に手渡した。

この現金は、当時保管していたＡの裏金八一六万円から支出した。④　八月六日の

商工委員会での一般質疑において、被告人は、依頼の趣旨にそった的確な質問をし、

Ｊ局長から、前回の買上げ価格も頭に入れながら検討し・関係する県の九月補正予

算も念頭において作業を進める旨のＡに有利な答弁を引き出してくれた。Ｃは、本
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件共廃事業の実施時期や買上げ価格という懸案もこれでめどがついたと思い、Ｂに

その旨を報告すると同人も喜び、相談の上、被告人の尽力に感謝して更に一〇〇万

円の謝礼を渡すこととした。⑤　Ｃは、Ｂとともに、八月一〇日正午前ころ、被告

人事務室を訪れ・奥の議員執務室に入り、二人で八月六日の質問の礼を述べ、Ｃか

ら、現金一〇〇万円の入った封筒を謝礼の趣旨で被告人に渡した。この現金も、Ａ

の前記裏金から支出した。

　（二）Ｂの検察官に対する供述調書の内容も右Ｃ証言と同趣旨である。なお、Ｂ

は、第一審公判廷において、現金授受に関しては記憶がないなどとあいまいな証言

をするに至ったが、少なくとも、被告人に対して本件共廃事業の実施について質問

を依頼するに至った経緯、Ｊ局長からＡに有利な答弁を引き出してくれた被告人に

感謝し、その礼を述べるために被告人事務室を訪ねたことなどについては、大筋に

おいて右調書とほぼ同趣旨の証言をしている。

　２　右Ｃ証言及びＢ調書の内容は、極めて詳細かつ具体的であって、格別不自然、

不合理であるとは認められず、多くの部分が他の証拠により直接裏付けられている。

すなわち、①　本件共廃事業の実施について通産省関係部局の協議が難航し、Ｂ、

Ｃの希望どおりに右事業が実施されるかどうか危ぐされる状況にあったことは、通

産省関係者の各証言により、②　ＣがＢと連絡を取った上、Ｉから被告人の紹介を

受け、被告人が質問依頼に対して好意的に対応してくれたことから、事前に被告人

に渡す謝礼の額をＩに相談し、一〇〇万円が適当であるとの示唆を受けたことは、

Ｉの検察官に対する供述調書等により、③　Ｂ、Ｃが前記のとおり請託をしたこと

は、Ａ主催のパーティでの被告人のあいさつを録音したカセットテープ等により、

④　八月六日の商工委員会での一般質疑において、被告人がＢらの依頼の趣旨にそ

った質問をし、Ｊ局長から前記内容の答弁を引き出したことは、質疑用原稿、商工

委員会議録、通産省関係者の各証言等により、それぞれ裏付けられている。そして、
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現金授受に関する供述部分については、これを直接裏付ける証拠はないものの、Ｃ

らが供述する裏金が当時存在していたことは、Ｋの証言等により裏付けられている。

　３　原判決は、右Ｃ証言及びＢ調書について、全体としても、また、その中核と

なる現金授受の点に関しても、信用性に疑問があるとするのであるが、その理由と

して挙示するところは、いずれも首肯し難い。

　（一）　原判決は、Ｃが詐欺等の事件で身柄拘束中に本件贈賄について取調べを

受けたため、詐欺等の事件で軽い処分、あわよくば執行猶予の裁判を受けたいと考

えて検察官に迎合した可能性を否定できず、また、詐欺罪等で執行猶予の判決を受

けた直後から本件の証人尋問が始まったのであるから、公判廷においても、検察官

に迎合した可能性を否定できず、Ｂも、Ｃの場合と同様に取調べ検察官に迎合した

のではないかとの疑いをぬぐいされないとして、Ｃ証言及びＢ調書に一般的に高度

の信用性を認めるのは疑問であるとする。

　しかし、Ｃ及びＢはいずれも、そのようなことはない旨証言しているばかりでな

く、右両名に対する捜査段階における取調べの経緯、Ｃの証人尋問の時期等に照ら

しても、そのような事情はうかがえず、他にこれを裏付ける証拠もないから、原判

決の右判断は肯認することができない。

　（二）第一回目の現金授受について

　（１）　原判決は、Ｃは、八月四日の被告人との打合せについて、Ｉから勧めら

れてＨ議員の議員執務室を使った旨証言しているが、議員用の個室を、秘書が議員

の承諾を得ることなく、しかも、野党の議員に貸すようなことはあり得ないことの

ように思われるとする。

　しかし、関係証拠によれば、Ｉは、Ｈ議員の了解の下に、Ｃに対し、被告人が商

工委員会で一般質疑を行うので本件共廃事業の実施について質問を依頼したらどう

かと連絡し、これに応じて来訪したＣを被告人事務室に案内して被告人に紹介した
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ことが認められ、これらの経緯などからすれば、来客のため被告人事務室を打合せ

に使うことが不都合であると聞いたＩが、Ｈ議員不在の同議員の執務室をＣと被告

人との打合せに使うように勧めたとしても、何ら不自然なことではないというべき

である。

　（２）原判決は、「ｃ」は、他の客や従業員が出入りするほか、周囲がガラス張

りになっているため、外部から内部の様子を見ることができ、現金一〇〇万円の賄

賂を供与するには適当な場所とは思われないとし、しかも、Ｃ証言によれば、人目

に付きやすい窓際の席を予約したというのであって、いかにも不合理であるとする。

　しかし、関係証拠によって認められる「ｃ」の構造、位置関係からすれば、予約

した席は、窓際とはいえ、外部からの人目が気になるような場所ではないことがう

かがわれ、また、Ｃ証言等によれば、現金授受当時、Ｃらの周囲はもちろん、店内

にはほとんど客がおらず、現金一〇〇万円は事務用の白無地封筒に入れられ、その

授受も短時間に行われたというのであり、Ｃらが「ｃ」を現金授受の場所としたこ

とが不自然、不合理であると断ずることはできない。

　（３）　原判決は、Ｂ、Ｃは、被告人に賄賂を供与して質問を依頼しなければな

らないほどの重要な問題とは考えていなかったのではないかとの疑問があり、両名

は、本件共廃事業について、かねてからＨ議員にＪ局長らへの働き掛けを依頼して

いたし、Ｂは、「ｃ」での会食に遅れたばかりか、翌日の商工委員会の傍聴もせず

に帰っており、被告人の質問に多くを期待していなかったように思われるとする。

　しかし、Ｃ証言、Ｂ調書等によると、Ｂ及びＣは、前記のような背景事情の下で、

Ｈ議員及びその秘書のＩに対し、それぞれ本件共廃事業の件を相談し、事態の打開

を図るため、Ｊ局長らに働き掛けることのほか、同議員又は他の議員により本件共

廃事業を商工委員会で取り上げてもらうことをも依頼していたというのであるから、

Ｂ、Ｃが、商工委員会における被告人の質問を重要とは考えていなかったとか、こ
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れに多くを期待していなかったとかいうことはできない。Ｂが遅参した点について

も、同人は、他に所用があり遅参せざるを得なかったが、是非とも被告人に直接会

って質問を依頼したいと考え、事前にＣを通じて遅参することを被告人に説明した

上、わざわざ大阪から飛行機で上京したというのであり、被告人の質問を傍聴しな

かったのも他にやむを得ない仕事があったためであって、Ａ関係者に自ら電話して

傍聴人の動員をしていることが認められ、Ｂが被告人の質問を重視していなかった

ということはできない。

　（４）　原判決は、Ｉの検察官に対する供述調書によれば、Ｃから被告人に対す

るお礼の相談を受けたＩは、「終わってからでいいんじゃないですか。」と答えた

というのであるから、Ｉの助言を無視して、被告人の質問の効果が不明の時点で賄

賂を供与したというのは合理的でないとする。

　しかし、Ｂ、ＣがＡにとって有利な質問を依頼する以上、事前に現金を渡した方

がよいと考えたとしても、何ら不自然、不合理なことではない。また、Ｉ調書によ

れば、同人は、Ｃに対し、当初はともかく、最終的には事前に渡すのであれば一〇

〇万円が適当であるとの示唆をしたことが認められ、本件賄賂の供与の時期がＩの

助言と矛盾するものとも解されない。

　（５）　その他、原判決は、第一回目の現金授受に関するＣ証言及びＢ調書の信

用性を否定する理由として、現金入りの封筒を被告人に手渡す前のＢのしぐさが不

自然であることを挙げているが、右しぐさが格別不自然であるとは認められない。

　（三）　第二回目の現金授受について

　（１）　右現金授受の点に関して、被告人は、公判廷において、Ｂ、Ｃが八月一

〇日正午前ころに被告人事務室を訪ねてきたことはあったが、被告人が秘書室まで

出て行き、その入口ドア付近のところで国会質問の礼などのあいさつを受けただけ

で帰ってもらっており、現金は受け取っていないと供述し、Ｄ、Ｅは、右供述と同
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趣旨を、また、Ｆは、そのころ奥の議員執務室にいたが、同室に入ってきた客はい

なかった旨を証言している。

　原判決は、被告人らの右各供述について、後日の口裏合わせによるものとは認め

られず、いずれも信用するに足りるものであり、これに反するＣ証言及びＢ調書は

信用できないとし、その理由として、次の各点、すなわち、①　ゼンセン新聞昭和

六一年五月八日付け号外には、Ｌ会長の談話として、Ｆが当時議員執務室にいたこ

とや、前日に秘書のＭ（以下「Ｍ」という。）が死亡し、被告人事務室は弔問客等

でごった返していた状況であったため、Ｂ、Ｃには入口ドア付近で立ち話をしただ

けで帰ってもらったことなどの記載があり、その情報源は被告人であると推測され、

被告人は当時から右のように述べていたことがうかがわれ、後日の打合せで口裏を

合わせて虚偽の供述をしたものでないことを示していること、②　Ｍの姉Ｎ（以下

「Ｎ」という。）は、八月一〇日昼ころにＤがＭ方に来たと証言するが、その証言

は、八月九日の出来事と紛らわしい供述をしていること等に照らし信用できず、Ｂ、

Ｃが訪ねてきた時にＤが秘書室にいたとのＤらの証言は信用できること、③　福井

新聞の記者Ｏ（以下「Ｏ」という。）は、被告人事務室で被告人にＦを紹介しても

らったことがあると証言しているが、その日が八月一〇日である可能性が最も強い

ことを挙げている。

　しかし、右ゼンセン新聞の記載からすれば、被告人が昭和六一年五月一日に起訴

された直後ころから公判廷供述と同趣旨の弁明をしていたということはいえても、

そのことから直ちに右供述が虚偽でないことを示しているとはいえず、その供述内

容が真実か否かは別個に検討されるべき事柄である。そこで、被告人、Ｄ、Ｅ、Ｆ

の前記各供述の信用性について検討するに、関係証拠によれば、捜査段階において

は、被告人は、八月一〇日正午前ころ、Ｂ、Ｃが被告人事務室に来たと供述しなが

ら、議員執務室にＦがいたことやＢ、Ｃには入口ドア付近で立ち話をしただけで帰
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ってもらったことについては何ら供述しておらず、Ｄは、八月一〇日の行動につい

て、Ｍ秘書の通夜の手伝いをするため午前一〇時ころに議員会館を出ており、当時

不在であった旨供述し、Ｅも、八月一〇日には被告人事務室で電話番をしていたと

思うが、どんな来客があったかは覚えていないなどと供述していたことが認められ

るところ、被告人、Ｄ、Ｅはいずれも、前記のように供述を変更するに至った理由

について合理的な説明をしていない。そして、被告人らはいずれも、公判廷におい

て、Ｂらが訪ねてきた当時、手前の秘書室には秘書のＤとＥが、奥の議員執務室に

は被告人と妻Ｆがいた旨供述するのみであって、他に来客があってごった返してい

たなどとは供述しておらず、この点は、前記ゼンセン新聞の内容と異なっており、

当時被告人事務室が来客でごった返していたことをうかがわせる証拠も全くない。

そうすると、被告人が、被告人事務室を訪ねてきたＢらに対し、廊下に面した入口

ドア付近で立ったままあいさつを受けただけで、そのまま帰ってもらったというの

は、ＢらがＡの理事長及び専務理事であり、被告人が同人らから数日前に夕食の接

待を受けていたことや同人らがわざわざ国会質問の礼を述べに来たものであること

にもかんがみると、誠に不自然であるとの感を否めない。さらに、公判廷では現金

の授受を否定するに至ったＢにおいてすら、議員執務室に入ったことを明確に証言

しているのである。また、関係証拠によれば、被告人、Ｄ、Ｅ、Ｆは、捜査が終了

したころから、八月一〇日の出来事について話し合うなどしていたことが認められ、

これらの諸点を総合考慮すると、被告人らが口裏を合わせた可能性を否定できず、

公判廷において真に記憶しているところを述べているのか疑わしいといわざるを得

ない。

　そして、Ｎ証言についてみるに、同人は、八月九日と一〇日の出来事を明確に区

別した上、両日ともに根本に会っていると具体的に証言しており、その他、同証言

に不自然、不合理というべき点はない。Ｏ証言についても、その証言内容に照らす
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と、同人が八月一〇日に被告人事務室を訪ねたことがあったとしても、被告人にＦ

を紹介してもらったのは同日とは別の機会であったとみることができる。

　右のとおり、第二回目の現金授受の点に関する被告人の供述及びこれにそうＤ、

Ｅ、Ｆの各証言が信用できるとした原判決の証拠の評価には、多くの疑問があって、

到底首肯することができない。原判決は、右各供述が信用できるとの前提の下に、

Ｂ、Ｃが被告人事務室を訪ねた際、議員執務室にＦはおらず、同室で被告人に対し

て封筒に入った現金一〇〇万円を供与したとするＣ証言及びＢ調書はその信用性に

根本的な疑問があるとするのであるが、右判断は、その前提に疑いを差し挟まざる

を得ない。

　（２）　原判決は、Ｂ、Ｃが被告人の商工委員会での質問について被告人に対し

て感謝の気持ちを持ったかどうかも疑問であるとし、その理由として、Ｂらは、か

ねてからＨ議員にＪ局長らへの働き掛けを依頼し、Ｊ局長が用意していた答弁より

も進んだ答弁をしたのは、Ｈ議員が「検討ばかりでは駄目だ。」と大声で発言した

ためであること等を挙げている。

　しかし、関係証拠によれば、右答弁を引き出すのにＨ議員の発言等が一定の役割

を果たしたことは否定できないとしても、Ｊ局長が本件共廃事業の問題につき今後

の作業の方向を決定付けるＡに有利な答弁をするに至ったのは、Ｂらの依頼の趣旨

にそった被告人の質問があったからであって、被告人の質問が大きな役割を果たし

たことは明らかであり、Ｂ、Ｃが被告人に感謝の気持ちを持ったのは当然のことで

あるといわなければならない。原判決が挙げるその余の理由もいずれも合理的なも

のとはいえず、Ｂらが被告人に対して感謝の気持ちを持ったことに疑問があるとす

る原判決の判断は首肯し難い。

　（３）　その他、原判決が第二回目の現金授受に関するＣ証言及びＢ調書の信用

性を否定する理由として挙示するところは、両供述のささいな違いであって、その
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信用性を否定する根拠とはし難い。

　四　以上によれば、原判決は、Ｃ証言、Ｂ調書等の証拠の評価を誤った結果、重

大な事実誤認の疑いが顕著であるというべきであり、これが判決に影響を及ぼすこ

とは明らかであって、原判決を破棄しなければ著しく正義に反するものであると認

められる。

　よって、刑訴法四一一条三号により原判決を破棄し、同法四一三条本文に従い、

本件を東京高等裁判所に差し戻すこととし、裁判官全員一致の意見で、主文のとお

り判決する。

　検察官五十嵐紀男、同馬場義宣　公判出席

　　平成七年七月一七日

　　　　　最高裁判所第一小法廷

　　　　　　　　　裁判長裁判官　　　　遠　　　藤　　　光　　　男

　　　　　　　　　　　　裁判官　　　　小　　　野　　　幹　　　雄

　　　　　　　　　　　　裁判官　　　　三　　　好　　　　　　　達

　　　　　　　　　　　　裁判官　　　　高　　　橋　　　久　　　子
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